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　台北日本語授業校 2) は、2000 年 10 月に設立し、現在の生徒児童数は約 90 名、幼児クラス、
小 1 ～小 6 クラス、中学クラスの計８クラスである。授業は、台北日本人学校あるいは台北市





















2.1 日本語排除 4) と国語教育の推進
　陳美如 (1998) は、戦後台湾の言語政策を以下の三期に分けている。




　戦後、国民党政府は日本（語）を排除し、国語教育を進めていった。1946 年 10 月に新聞・































































　1963 年 中国文化学院（現在の中国文化大学）東方語文学系に日文組が設立され 10)、戦後初
めて高等教育機関における日本語教育が開始された 11)。隅谷他 (1992) には、「それまで米糖輸








要性が高まることになる。図 1 は、日台貿易における輸出と輸入の推移である。1975 年以降、
輸出入ともに増加している。
図 1)  日台貿易：輸出と輸入の推移　
出所）1955-1990 は隅谷他 (1992)、2000-2011 は公益財団法人交流協会 http://www.koryu.
or.jp 台湾側「財政部統計処」統計より筆者作成

















者の 7 割以上を占めた。補習班での日本語学習者も増加し、1993 年の調査で 58,284 人であっ
た日本語学習者数は増加の一途を辿り、2001 年には 192,645 人に上り、韓国、オーストラリア、


















 財団法人（現在は公益財団法人）交流協会 17) 台北事務所日本語センター開設
3.2 日台間人的往来の活発化
　1960 年代から日台貿易が盛んになるとともに、日本と台湾の人的交流も活発化することに
なる。1987 年の戒厳令解除後は急激に日本と台湾の人的往来が増えている（図 3 参照）。











いう取り決めが遵守され、言語の一元化を加速させた ( 菅野 :2009)18)。





　蔡 (2003b) は、「マスコミに日本のテレビ番組が登場したのは 1991 年で中華テレビによる「シ
ルク・ロード」を皮切りにして、1993 年 7 月に有線電視法が成立したことにより有線テレビ















1976 　 「広播電視法」( 放送テレビ法 ) の施行
1981 　   教育ラジオ「日本語講座」開講
1986　   テレビによる日本語講座開講

























































1） 花井 (2009) は、韓国統計庁「韓国出入国管理局『長・短期滞留外国人国政及び滞資格別現況』から、
韓国に滞在する日本人配偶者数が 2001 年 5,811 名、2004 年 7,560 名と増加していると述べている。台
湾に在住する日本籍配偶者数は、韓国の 3 分の 1 程度である。
2） 台北日本語授業校の紹介内容は台北日本語授業校サイト www.tjss.org.tw による（2012 年 10 月）。
3） 筆者のインタビューに応じた日本人の母親は、授業校の存在を知ったことで、「自分の家族だけが特別
ではないことを知り安心した」と述べている。
4） 「排除」という言葉は、陳美如 (1998:60) にある“去除”の松永 (2006:215) による日本語訳を借用したも
のである。





6） 台湾人国家公務員の父親、日本人の母親を持つ 1964 年生まれの女性は、子供のころ暮らした官舎では
日本語を使うといじめられることから、一切日本語を使わなかったと述べている。
7） 松永 (2006:225) による張博宇編『台湾地区国語運動資料』の翻訳を転引。
8） 「母語」や「本土言語」ではなく、「郷土言語」の語が用いられることになった政治的意図については、
菅野 (2009)、林 (2009) 等を参照されたい。本稿の主旨とは直接関係がないため、本稿ではいささか乱
暴だが、母語教育（郷土言語教育）と記述する。しかし、実際には、客家人を母親に持つ児童が、母語
とは異なる客家語の方言を習ったり、外省人を親に持つ児童が閩南語クラスで学ぶなど一様ではない。
9） 蔡 (2003:11-12) では、大学では日本語の使用はまだ許されており、1949 年度の『台湾大学簡介』には、
中国語と並んで日本語が選択科目とされ、特に理工・農学部等では 1948 年 12 月まで、日本人教員が日
本語で講義を行っていたと記されている。
10） 東方語文學系は、当初、日本語、韓国語、アラビア語の 3 言語が予定されていたが、その後、アラビア
語がロシア語に変更された。
11） 日文組設立に先立ち、日本研究所が設立され、その後 1968 年に大学院修士課程に変更された。
12） 隈谷他 (1992) は、戦後の台湾経済を歴史的発展の観点から、経済体制の再編と混乱の再編期 (1945-1952)、
米糖輸出と輸入代替工業化の復興期 (1953-1963)、輸出指向工業化と対外貿易の発展期 (1964 以降 ) の３
期に分けている。





16） 松永 (2006:225) による張博宇編『台湾地区国語運動資料』の翻訳を転引。
17） 日台間の実務関係を維持するために認定された組織である。
18） 菅野 (2009) は、戦後の言語政策を 3 期（「国語」の普及と「方言」の抑圧（1945-1986）、「本土化」の進
展と母語教育の開始（1987-1995）、母語教育から郷土言語教育へ（1996-2001））に分けている。















24） 金戸 (2007:8) は、「1980 年代から 1990 年代初期にかけて、日本人女性と台湾人男性が欧米などの第三
国で知り合うケースが多かった。日本人の海外留学で欧米が大半を占め、都市部出身の中間層の高学歴
日本人女性を中心に、英語圏への OL 留学が盛んに行われた時期とも重なる」と述べている。内政部入
出国及移民署の資料によると、台湾では 1960 年以降米国留学者が増え続け 1993 年には 37,580 人とピー
クに達している。
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25） 子供を授業校に通わせる理由として、「将来、何らかの理由で日本に帰国する可能性もあるので、帰っ
た時に生活できるように日本語能力を高めるために通わせている」という声も聞かれた。
26） 居留問題による国際結婚家庭の葛藤については、及川 (1997)、本間 (1999) 等を参照されたい。
27） 日台間の国際結婚に対する法的処遇の相違や経緯については呉 (2005) に詳しい。
28） 内政部 http://www.immigration.gov.tw/ct.asp?xItem=1200798&ctNode=29699&mp=1 によると、2013 年 3
月現在、台湾在住の国籍別配偶者数は、中国大陸 308,875 人、香港澳門 12,863 人、ベトナム 87,918 人、
インドネシア 27,755 人、 タイ 8,447 人 , フィリピン 7,543 人、カンボジア 4,282 人に次いで日本が 3,966
人である。
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From rejection to acceptance of Japanese
- in relationship with language policy in post-war Taiwan, socio-
environmental changes and trends of Japanese succession
TANIGUCHI Ryuko
In recent years, there is a growing trend in families of international marriages in Japan 
and Taiwan to pass Japanese down to their children. In February 2013, the Taipei Japanese 
Supplementary School was recognized as a support school of the Japanese Government, and 
before that, in 2011, the Taiwan Succession Japanese Network was established. It is a well-
known fact that the use of Japanese was forced on Taiwan before the war. After the war, in order 
to eradicate any link to the Japanese colonial era, the use of Japanese was banned and people 
hesitated to speak Japanese. Now, people are no longer shy to use it and even try to succeed 
the language, and schools and networks are also officially recognized. In the background of 
such a change are social environment and changes in the awareness of families of international 
marriages, but we must also not forget the implementation of a dual-system language policy of 
Mother Tongue Language education and foreign language education.
This paper aims to provide an overview of changes in the social environment, the structure 
of families in international marriages, changes in awareness of succession, and transitions in 
the language policy in post-war Taiwan, and clarify the characteristics and issues related to the 
succession of Japanese in Taiwan.
